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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第１区分
【発行日】平成21年11月12日(2009.11.12)

【公表番号】特表2009-509729(P2009-509729A)
【公表日】平成21年3月12日(2009.3.12)
【年通号数】公開・登録公報2009-010
【出願番号】特願2008-532462(P2008-532462)
【国際特許分類】
   Ｂ０１Ｊ  27/18     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  23/04     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  45/48     (2006.01)
   Ｃ０７Ｃ  49/04     (2006.01)
   Ｃ０７Ｂ  61/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ０１Ｊ  27/18    　　　Ｚ
   Ｂ０１Ｊ  23/04    　　　Ｚ
   Ｃ０７Ｃ  45/48    　　　　
   Ｃ０７Ｃ  49/04    　　　Ａ
   Ｃ０７Ｂ  61/00    ３００　

【手続補正書】
【提出日】平成21年9月17日(2009.9.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）二酸化ジルコニウム及び二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合物から選ば
れた二酸化物成分と（ｂ）元素周期表の第１族及び第２族から選ばれた陽イオン並びに珪
酸イオン及び燐酸イオンから選ばれた陰イオンを含む塩とを含んでなる触媒組成物。
【請求項２】
　前記二酸化物成分が二酸化ジルコニウムである請求項１に記載の触媒組成物。
【請求項３】
　前記二酸化物成分が二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合物である請求項１に記
載の触媒組成物。
【請求項４】
　前記混合物が５０～９５重量％の二酸化ジルコニウムを含む請求項３に記載の触媒組成
物。
【請求項５】
　前記混合物が５５～８５重量％の二酸化ジルコニウムを含む請求項３に記載の触媒組成
物。
【請求項６】
　前記混合物が６０重量％の二酸化ジルコニウムを含む請求項３に記載の触媒組成物。
【請求項７】
　前記二酸化物成分が１～１５０ｍ2／ｇの表面積を有する請求項１～６のいずれか１項
に記載の触媒組成物。
【請求項８】
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　前記二酸化物成分が１０～１００ｍ2／ｇの表面積を有する請求項１～６のいずれか１
項に記載の触媒組成物。
【請求項９】
　前記二酸化物成分が７０～９０ｍ2／ｇの表面積を有する請求項１～６のいずれか１項
に記載の触媒組成物。
【請求項１０】
　前記二酸化物成分の表面積の０．１～９９％がその塩で被覆されている請求項１～９の
いずれか１項に記載の触媒組成物。
【請求項１１】
　前記二酸化物成分の表面積の１０～９０％がその塩で被覆されている請求項１～９のい
ずれか１項に記載の触媒組成物。
【請求項１２】
　前記二酸化物成分の表面積の２０～４０％がその塩で被覆されている請求項１～９のい
ずれか１項に記載の触媒組成物。
【請求項１３】
　前記陽イオンがナトリウム又はカリウムである請求項１～１２のいずれか１項に記載の
触媒組成物。
【請求項１４】
　固体担体を更に含む請求項１～１３のいずれか１項に記載の触媒組成物。
【請求項１５】
　前記固体担体がシリカである請求項１４に記載の触媒組成物。
【請求項１６】
　カルボン酸の混合物を、請求項１～１５のいずれか１項に記載の触媒組成物と、混成ケ
トンを生成するのに有効な条件において接触させる工程を含んでなる混成ケトンの製造方
法。
【請求項１７】
　前記カルボン酸混合物が酢酸及びイソ酪酸を含み且つ前記混成ケトンがメチルイソプロ
ピルケトンである請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記カルボン酸混合物がより反応性のカルボン酸とより反応性でないカルボン酸を含む
請求項１６又は１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記のより反応性でないカルボン酸の５０～９９％が転化される請求項１８に記載の方
法。
【請求項２０】
　前記のより反応性でないカルボン酸の６０～９５％が転化される請求項１８に記載の方
法。
【請求項２１】
　（より反応性でないカルボン酸）対（より反応性のカルボン酸）のモル比が０．２５：
１～４：１である請求項１８に記載の方法。
【請求項２２】
　（より反応性でないカルボン酸）対（より反応性のカルボン酸）のモル比が１：１であ
る請求項１８に記載の方法。
【請求項２３】
　任意の未反応カルボン酸を再循還させる請求項１６～２２のいずれか１項に記載の方法
。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７９
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００７９】
　本発明を、特にその好ましい実施態様に関して詳述したが、当然ながら、本発明の精神
及び範囲内において変動及び変更は可能である。
　以下に、本発明の態様を列挙する。
　態様１．（ａ）二酸化ジルコニウムと（ｂ）元素周期表の第１族及び第２族から選ばれ
た陽イオン並びに珪酸イオン及び燐酸イオンから選ばれた陰イオンを含む塩とを含んでな
る触媒組成物。
　態様２．前記二酸化ジルコニウムが１～１５０ｍ2／ｇの表面積を有する態様１に記載
の触媒組成物。
　態様３．前記二酸化ジルコニウムが１０～１００ｍ2／ｇの表面積を有する態様１に記
載の触媒組成物。
　態様４．前記二酸化ジルコニウムが７０～９０ｍ2／ｇの表面積を有する態様１に記載
の触媒組成物。
　態様５．前記二酸化ジルコニウムの表面積の０．１～９９％が前記塩で被覆されている
態様２に記載の触媒組成物。
　態様６．前記二酸化ジルコニウムの表面積の１０～９０％が前記塩で被覆されている態
様２に記載の触媒組成物。
　態様７．前記二酸化ジルコニウムの表面積の２０～４０％が前記塩で被覆されている態
様２に記載の触媒組成物。
　態様８．前記陽イオンがナトリウム又はカリウムである態様１に記載の触媒組成物。
　態様９．固体担体を更に含む態様１に記載の触媒組成物。
　態様１０．前記固体担体がシリカである態様９に記載の触媒組成物。
　態様１１．（ａ）二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合物と（ｂ）元素周期表の
第１族及び第２族から選ばれた陽イオン並びに珪酸イオン及び燐酸イオンから選ばれた陰
イオンを含む塩とを含んでなる触媒組成物。
　態様１２．前記混合物が５０～９５重量％の二酸化ジルコニウムを含む態様１１に記載
の触媒組成物。
　態様１３．前記混合物が５５～８５重量％の二酸化ジルコニウムを含む態様１１に記載
の触媒組成物。
　態様１４．前記混合物が約６０重量％の二酸化ジルコニウムを含む態様１１に記載の触
媒組成物。
　態様１５．二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合物が１～１５０ｍ2／ｇの表面
積を有する態様１１に記載の触媒組成物。
　態様１６．二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合物が１０～１００ｍ2／ｇの表
面積を有する態様１１に記載の触媒組成物。
　態様１７．二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合物が７０～９０ｍ2／ｇの表面
積を有する態様１１に記載の触媒組成物。
　態様１８．二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合物の表面積の０．１～９９％が
前記塩で被覆されている態様１５に記載の触媒組成物。
　態様１９．二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合物の表面積の１０～９０％が前
記塩で被覆されている態様１５に記載の触媒組成物。
　態様２０．二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合物の表面積の２０～４０％が前
記塩で被覆されている態様１５に記載の触媒組成物。
　態様２１．前記陽イオンがナトリウム又はカリウムである態様１１に記載の触媒組成物
。
　態様２２．固体担体を更に含む態様１１に記載の触媒組成物。
　態様２３．前記固体担体がシリカである態様２２に記載の触媒組成物。
　態様２４．カルボン酸の混合物を、（ａ）二酸化ジルコニウムと（ｂ）元素周期表の第
１族及び第２族から選ばれた陽イオン並びに珪酸イオン及び燐酸イオンから選ばれた陰イ
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オンを含む塩とを含む触媒組成物と、混成ケトンを生成するのに有効な条件において接触
させる工程を含んでなる混成ケトンの製造方法。
　態様２５．前記カルボン酸混合物が酢酸及びイソ酪酸を含み且つ前記混成ケトンがメチ
ルイソプロピルケトンである態様２４に記載の方法。
　態様２６．前記カルボン酸混合物がより反応性のカルボン酸とより反応性でないカルボ
ン酸を含む態様２４に記載の方法。
　態様２７．前記のより反応性でないカルボン酸の５０～９９％が転化される態様２６に
記載の方法。
　態様２８．前記のより反応性でないカルボン酸の６０～９５％が転化される態様２６に
記載の方法。
　態様２９．（より反応性でないカルボン酸）対（より反応性のカルボン酸）のモル比が
０．２５：１～４：１である態様２６に記載の方法。
　態様３０．（より反応性でないカルボン酸）対（より反応性のカルボン酸）のモル比が
１：１である態様２６に記載の方法。
　態様３１．任意の未反応カルボン酸を再循還させる態様２４に記載の方法。
　態様３２．前記二酸化ジルコニウムが７０～９０ｍ2／ｇの表面積を有する態様２４に
記載の方法。
　態様３３．二酸化ジルコニウムの表面積の２０～４０％が前記塩で被覆されている態様
３２に記載の方法。
　態様３４．前記陽イオンがナトリウム又はカリウムである態様２４に記載の方法。
　態様３５．前記触媒組成物が固体担体を更に含む態様２４に記載の方法。
　態様３６．前記固体担体がシリカである態様３５に記載の方法。
　態様３７．カルボン酸の混合物を、（ａ）二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合
物と（ｂ）元素周期表の第１族及び第２族から選ばれた陽イオン並びに珪酸イオン及び燐
酸イオンから選ばれた陰イオンを含む塩とを含む触媒組成物と、混成ケトンを生成するの
に有効な条件において接触させる工程を含んでなる、混成ケトンの製造方法。
　態様３８．前記カルボン酸混合物が酢酸及びイソ酪酸を含み且つ前記混成ケトンがメチ
ルイソプロピルケトンである態様３７に記載の方法。
　態様３９．前記カルボン酸混合物がより反応性のカルボン酸とより反応性でないカルボ
ン酸を含む態様３７に記載の方法。
　態様４０．前記のより反応性でないカルボン酸の５０～９９％が転化される態様３９に
記載の方法。
　態様４１．前記のより反応性でないカルボン酸の６０～９５％が転化される態様３９に
記載の方法。
　態様４２．（より反応性でないカルボン酸）対（より反応性のカルボン酸）のモル比が
０．２５：１～４：１である態様３９に記載の方法。
　態様４３．（より反応性でないカルボン酸）対（より反応性のカルボン酸）のモル比が
１：１である態様３９に記載の方法。
　態様４４．任意の未反応カルボン酸を再循還させる態様３７に記載の方法。
　態様４５．二酸化ジルコニウムと二酸化チタンの混合物が５５～８５重量％の二酸化ジ
ルコニウムを含む態様３７に記載の方法。
　態様４６．二酸化ジルコニウムと二酸化チタンの混合物が７０～９０ｍ2／ｇの表面積
を有する態様３７に記載の方法。
　態様４７．二酸化ジルコニウムと二酸化チタンとの混合物の表面積の２０～４０％が塩
で被覆されている態様４６に記載の方法。
　態様４８．前記陽イオンがナトリウム又はカリウムである態様３７に記載の方法。
　態様４９．前記触媒組成物が固体担体を更に含む態様３７に記載の方法。
　態様５０．前記固体担体がシリカである態様４９に記載の方法。
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